
 

 

県民生活部における県名義使用承認基準 
 

制定 平成２２年 ５月１８日 
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改正 平成２７年 ４月 １日 

改正 令和 ４年 ８月 １日 

改正 令和 ５年 ４月 １日 

                                    

 県以外の者が実施する事業について、県がその趣旨に賛同し、岡山県名義の使用を承

認しようとする場合は次のとおり取り扱うことする。 

 

１ 県名義の使用の承認については、次の全ての要件に該当すること。 

(1) 事業の目的が次の全て（特に県名義の使用の必要があると知事が認める場合にあ

っては、ア、ウ及びエ）に該当すること。 

ア 県民生活行政の推進に寄与すると認められること。 

イ 営利を目的としないこと。 

ウ 特定の政治的目的又は宗教的目的を有しないこと。 

エ 事業の実施により、暴力団（※）の活動を助長し、又は運営に寄与しないこ

と。 

※ 暴力団とは、岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号）第２条

第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。 

（2） 主催者等（主催団体、共催団体等、事業の実施に責任を負う者をいう。以下同

じ。）が次のいずれかに該当すること。 

ア 複数の団体（報道機関にあっては県政記者クラブに加盟しているものに限るこ

ととし、原則として政治団体又は宗教団体は除く。以下同じ。）で構成されてい

ること。 

イ 複数の団体で構成される実行委員会、協議会等であること。 

ウ 団体が単独で主催する事業にあっては、特に公益性が高いと認められ、かつ、

市町村、市町村教育委員会その他の公共団体又は公共的団体が名義の使用を承認

していること。 

(3) 主催者等を構成する団体の役員（※１）が次に掲げる者のいずれにも該当せ

ず、かつ、県が必要と認める場合には、このことについて岡山県警察本部に照会

することを承諾すること。 

   ア 暴力団員等（※２）に該当する者 

   イ 暴力団又は暴力団員等の統制下にある者 

   ウ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

※１ 役員とは、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第９条第２１号ロに規定する役員をいう。 

※２ 暴力団員等とは、岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７

号）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。 

 (4) 特定の市町村又は地域に限らず広く全県を対象とした事業であって、かつ、相当



 

 

数の県民の参加が見込まれるものであること。 

(5) 原則として、過去に１回以上の開催実績を有するものであること。 
(6) 過去に県名義の使用承認を受けたことがある場合、３の(3)に掲げる使用の条件 

に違反していないこと。 

 

２ 県名義の区分 

(1) 本基準における県名義の区分は次のとおりとする。 

ア 後援 

イ 共催 

ウ その他これらに類する区分 

(2) 共催は、県が主体として実施するとした場合においても妥当性を有するか、十分

検討した上で承認すること。 

 

３ 承認の手続等 

(1) 申請 

主催者等が県名義の使用の承認を申請しようとする場合は、次の書類を提出させ

ること。 

ア  県名義使用申請書（様式第１号） 

イ  主催者等の概要が分かる資料（役員名簿、会員名簿、団体の規約等） 

ウ  事業の概要が分かる資料（事業計画書、チラシ、パンフレット、プログラム

等） 

エ 前回県名義を使用した事業の活動状況がわかる資料（チラシ、パンフレット、

プログラム等） 

オ 確認書（様式第２号） 

（2） 承認可否の決定 

(1)に掲げる申請書類を受理したときは、審査の上で承認の可否を決定し、承認

する場合は承認通知書（様式第３号）、承認しない場合は不承認通知書（様式第４

号）により通知すること。 

（3） 使用条件 

（2）の承認に当たり、次の条件を付けること。 

ア 県名義は、承認を受けた事業以外には使用しないこと。 

イ 県名義を使用する期間は、承認した日から事業終了までの間とすること。 

ウ 承認後において、申請内容に変更が生じた場合又は申請を取り下げる場合（事

業の中止等）は、直ちに、県名義使用変更等届出書（様式第５号）を提出するこ

と。 

エ 事業終了後は、速やかに実施報告書（様式第６号）を提出すること。 

 

４ 承認取消しの手続等 

(1) 承認後（事業終了後を含む。）において、次のいずれかに該当することが判明

した場合は、承認を取り消すこととし、承認取消通知書（様式第７号）により通

知すること。 

ア 上記１の要件に適合しない場合 



 

 

イ 申請内容に虚偽がある場合 

ウ 事業の実施に当たり、違法又は公益を害する等、県が不適当と認める行為が

ある場合 

エ 主催者等について、不法行為等、県が不適当と認める事象がある場合 

(2) 承認を取り消した場合は、県が承認していると誤認を生じさせないよう、主催

者等に対して適切な対処を求めること。 

(3) 承認を取り消した後は、原則として、主催者等が実施する事業に対する県名義

の使用は承認しないこと。 

(4) 承認の取消しを決定し、(3)により、以後、県名義の使用を承認しないこととし      

た場合は、総務学事課に報告すること。 


